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土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等について

土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）

避難に配慮を要する方々が利用する要配慮者利用施設等が新たに土砂災
害の危険性の高い区域に立地することを未然に防止するため、開発段階
から規制していく必要性が特に高いものに対象を限定し、特定の開発行為
を許可制とするなどの制限や建築物の構造規制等を行う区域。

土砂災害防止法は、国民の生命及び身体を保護するため、土砂災害が発生するおそれ
のある土地の区域を明らかにし、当該区域内で警戒避難体制の整備や、ハザードマッ
プの配布、一定の開発行為の制限、建築物の構造の規制等のソフト対策を推進するこ
とを目的としています。

➢ 特定開発行為に対する制限【都道府県】
➢ 建築物の構造規制【都道府県または市町村】
➢ 建築物の移転等の勧告【都道府県】】

➢ 警戒避難体制の整備【市町村等】
➢ ハザードマップの配布【市町村等】
➢ 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成等【施設管理者】

土砂災害ハザードマップの
作成・配布（茨城県鉾田市）

住民による土砂災害
ハザードマップ確認状況
（鹿児島県垂水市）

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）

土砂災害による被害を防止・軽減するため、危
険の周知、警戒避難体制の整備を行う区域
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急傾斜地の崩壊
※傾斜度が３０°以上である土地が崩壊する自然現象

地滑り
※土地の一部が地下水等に起因して滑る自
然現象又はこれに伴って移動する自然現象

土石流
※山腹が崩壊して生じた土石等又は
渓流の土石等が一体となって流下する
自然現象

・土地の勾配２度以上 ・地滑りの長さの２倍以内 ・急傾斜地の上端から１０ｍ
・急傾斜地の下端から高さの２倍以内

急
傾
斜
地
の
高
さ
ｈ

※１ ただし２５０ｍを越える場合は２５０ｍ ※２ ただし５０ｍを越える場合は５０ｍ

※１
※２

地すべりの
長さL

土砂災害警戒区域



土砂災害防止法の改正経緯

平成13年4月
土砂災害防止法施行

・基礎調査の実施および土砂災害警戒区域等の指定による危険の周知
・土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備
・土砂災害特別警戒区域における住宅等の新規立地の抑制等

平成17年7月
一部改正

・土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設への情報伝達、土砂災害
ハザードマップの配布等を義務付け

平成23年5月
一部改正

・大規模な土砂災害が急迫している場合における緊急調査の実施
・被害の想定される区域・時期の情報（土砂災害緊急情報）を市町村へ
通知、一般へ周知

平成27年1月
一部改正

・基礎調査結果の速やかな公表
・避難経路を市町村地域防災計画に位置づけるなど、警戒避難体制の

強化・充実
・土砂災害警戒情報の市町村への通知、一般への周知を義務付け

平成29年6月
一部改正

・要配慮者利用施設における避難確保計画及び計画に基づく避難訓練
の実施を施設管理者等へ義務付け

平成16年台風等による土砂災害が相次ぎ、高齢者等防災上配慮を要する者の被災が顕著

平成20年岩手・宮城内陸地震で多数河道閉塞が発生

平成26年8月広島市北部における集中豪雨で土砂災害により死者74名

平成28年8月岩手県岩泉町の高齢者グループホームが河川の氾濫により被災、死者9名

平成11年6月広島市、呉市等における集中豪雨で土砂災害により死者24名
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○土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域は、全国約66万区域（推計）のうち、およそ9

割に相当する約57万5千区域の基礎調査が完了※

○そのうち特別警戒区域についても、22府県で基礎調査が完了。順次指定を進めており、
14府県で指定が完了※した。

○防災・安全交付金の重点配分など、各都道府県の取組を積極的に支援し、平成31年度
末までに確実に基礎調査を完了させる。

※いずれも平成29年度末時点

基礎調査の完了予定年度（平成30年3月31日時点） 土砂災害警戒区域等の指定状況（平成30年3月31日時点）

 土砂災害警戒区域 及び 土砂災害特別警戒区域の指定完了
14府県 ：青森県・山梨県・福岡県・群馬県・栃木県・石川県・山形県

岐阜県・福井県・大阪府・山口県・長野県・茨城県・熊本県
 土砂災害警戒区域の指定が完了

4県 ：島根県・鳥取県・奈良県・神奈川県

※1. 土砂災害警戒区域の総区域数の推計値
都道府県により推計した、土砂災害警戒区域の総数。平成30年3月末時点の値であり、基礎調査の進捗に伴い変更の可能性がある。

※3. 土砂災害特別警戒区域 （通称：レッドゾーン）
土砂災害警戒区域のうち、土砂災害が発生した場合に建築物の損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が
生ずるおそれがあると認められる土地の区域。 宅地開発行為等の規制、建築物の構造規制などが行われる。

※2. 土砂災害警戒区域 （通称：イエローゾーン）
土砂災害が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域。
ハザードマップや住民の避難計画の作成が市町村に義務付けられる。

（区域数）

0 400km基礎調査完了予定

31
30

 

完了済み （22府県）

平成30年度 （6都県）

平成31年度 （19道県）
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全国

■ 土砂災害警戒区域の総区域数の推計値※1 662,958

■ 土砂災害警戒区域数※2（イエロー） 531,251

■ 土砂災害特別警戒区域数※3（レッド） 378,983

人的被害があった都道府県（赤枠）

土砂災害防止警戒区域等の指定の状況

岡
山
県

山
口
県



H30.7豪雨人的被害発生箇所における土砂災害警戒区域の指定状況

○土砂災害による死者は１１９名（５３箇所）、このうち現時点で被災位置
が特定できたのは１０７名（４９箇所）
○うち、９４名（４２箇所）は土砂災害警戒区域内等で被災

※ 平成30年8月15日 13:00時点
※ 今後の精査により、情報が変わる可能性がある。

全国 その他府県
（愛媛県、京都府、岡山県、山
口県等）

広島県

区域内 ６９名（３２箇所） ２８名（１７箇所） ４１名（１５箇所）

区域外
（基礎調査は未了だが
危険箇所として把握）

２５名（１０箇所） １名（１箇所） ２４名（９箇所）

区域外（上記以外） １３名（７箇所） ３名（２箇所） １０名（５箇所）

不明 １２名（４箇所） ０名（０箇所） １２名（４箇所）

計 １１９名
（５３箇所）

３２名
（２０箇所）

８７名
（３３箇所）

94/107名 (88％) 29/32名 (90％) 65/75名 (87％)
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土砂災害警戒区域と家屋被害の関係（流下中心線周辺に集中）

位置図

国土地理院垂直写真_2018/7/13撮影

参考資料

＜現 象＞ 土石流
＜場 所＞ 広島県呉市阿賀南９丁目
＜被災日時＞ 平成30年7月7日 5時20分
＜死 者＞ 1名
＜法指定等＞
告示年月日：平成29年9月7日（広島県告示番号第479号）

出典：土砂災害ポータルひろしま

被災状況（ :土砂氾濫範囲 :全壊建物)

土砂災害警戒区域告示
資料に砂防部が加筆 6



①

広島県_2018/07撮影

①

被災状況（ :土砂氾濫範囲 :全壊建物)

土砂災害警戒区域と家屋被害の関係（区域全体に広く分布）

位置図

国土地理院垂直写真_2018/07/13撮影

参考資料

＜現 象＞ 土石流
＜場 所＞ 広島県三原市木原６丁目
＜被災日時＞ 平成30年7月7日 2時00分前
＜死 者＞ 1名
＜法指定等＞
告示年月日：平成29年2月23日（広島県告示第94号）

出典：土砂災害ポータルひろしま

土砂災害警戒区域告示
資料に砂防部が加筆
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広島県_2018/07撮影

①

②

①②

被災状況（ :土砂氾濫範囲 :全壊建物)

＜現 象＞ 土石流
＜場 所＞ 広島県広島市安佐北区口田南３丁目
＜被災日時＞ 平成30年7月7日 3時38分頃
＜死 者＞ 1名
＜法指定等＞
告示年月日：平成30年3月29日（広島県告示第320号）

土砂災害警戒区域と家屋被害の関係（流下中心線から離れた範囲にも分布）

位置図

広島県斜め写真_2018/07/08撮影

参考資料

出典：土砂災害ポータルひろしま 土砂災害警戒区域告示
資料に砂防部が加筆

〇土石流の流下実績では上流側
にある地盤と｢比高差が5m未満の

地点｣で直進性を示さず、現況流
路沿いを流下し、左右岸の地形拘
束が解放される地点で氾濫を開
始。
※広島県現地調査結果より
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家屋被害と渓流の位置関係

 土石流により死者が出た箇所における家屋の全壊被害の約９６％が土砂災害警戒区域内で発生
 被災家屋と渓流（流下中心線）の位置関係は以下のとおり。
 流下中心線から大きく離れた場所でも家屋の全壊被害が発生しているものの、被害は概ね流下中心

線の周辺に集中していた。
 流下中心線から大きく離れた箇所は、土石流の首振り現象や建築物や道路等の影響などによるもの

と想定される。

被
災
家
屋
戸
数
（
累
積
割
合
）

被
災
家
屋
戸
数
（
戸
）

流下中心線からの距離（ｍ）

想定した流下中心線と流下方向が大きく異なる

9

※家屋被害は、災害関連緊急事業の申請書類を元に、全壊家屋を集計。

※全壊家屋には、住家全部が倒壊したものに加え、埋没等の居住のための基本的機能を喪失したものを含む。

※今後、情報が大きく変わる可能性がある。



H30.7豪雨土砂災害警戒区域外での土砂災害発生状況

○土砂災害警戒区域等の以外で土砂災害により人的被害が発生していた箇所
は７箇所

○うち、土砂災害警戒区域の対象箇所で発生したのは２箇所
土砂災害警戒区域の地形条件以外で発生したのは４箇所
土砂災害警戒区域を越えて被災したのは１箇所

区分 箇所数

発生側 ➀土砂災害警戒区域等の
指定基準外で発生と推定

➀-1谷地形が不明瞭な山ひだ ２箇所

➀-2勾配30度未満の急傾斜地 ２箇所

②土砂災害警戒区域等の指定基準内で発生 ２箇所※

被災側 ③土砂災害警戒区域を越えて被災 １箇所

※ 平成30年8月24日時点
※ 今後の精査により、情報が変わる可能性がある。

※②のうち、1箇所は基礎調査予定箇所として公表されていた。
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➀-1谷地形が不明瞭な山ひだ

被災状況

広島県_2018/07撮影

① ②

③

被災状況

広島県_2018/07撮影

国土地理院垂直写真
_2018/07/12撮影
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➀-2 勾配30度未満の急傾斜地

国土地理院垂直写真
_2018/7/11撮影

①

被災状況 被災状況

広島県斜め写真_2018/7撮影

12※地理院地図により簡易的に計測

【斜面全体】
比高差：72m
傾斜度：28°


